
令和６年度

地方公共団体金融機構決算の概要
（９月期）

地方公共団体金融機構



令和６年度中間決算のポイント

◇ 地方公共団体健全化基金は９，２６４億円で、前年度末と同額
金利変動準備金は２兆２，０００億円で、前年度末と同額
公庫債権金利変動準備金は７，０３４億円で、前年度末に比べ、５１億円の減少

◇ 資産総額は貸付金等２４兆６９６億円で、前年度末に比べ、９４５億円の減少
負債総額は債券等２３兆６，３１８億円で、前年度末に比べ、１，０６３億円の減少
純資産総額は利益剰余金等４，３７７億円で、前年度末に比べ、１１８億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。

◇ 経常利益は３３４億円で、前中間期に比べ、４６億円の減少
中間純利益は９７億円で、前中間期に比べ、３億円の減少

利益の状況

資産等の状況

財務基盤の状況



◇ 当中間期の経常利益は３３４億円で、前中間期に比べ、４６億円の減少（▲１２．３％）。貸付金利息が減少した
ことに加えて、債券利息が増加したこと等が要因

◇ 中間純利益は９７億円で、前中間期に比べ、３億円の減少（▲３．４％）。一般勘定の中間純利益が減少したこと
が要因

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

９４５億円 ９６９億円 ▲２４億円
９３６億円 ９６３億円 ▲２７億円

４億円 ０億円 ４億円

４億円 ６億円 ▲１億円

６１１億円 ５８８億円 ２２億円
５６０億円 ５４６億円 １４億円

４億円 ３億円 ０億円
４５億円 ３８億円 ７億円

３３４億円 ３８１億円 ▲４６億円

３１１億円 ２６３億円 ４７億円
３００億円 ２５０億円 ５０億円

１１億円 １３億円 ▲２億円

５４８億円 ５４３億円 ４億円
２４８億円 ２９３億円 ▲４５億円
３００億円 ２５０億円 ５０億円

９７億円 １００億円 ▲３億円

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

増　減（（A）-（Ｂ））R6中間決算（A） R5中間決算（B）

そ の 他

余 資 運 用 益

そ の 他

公庫債権金利変動準備金繰入額

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金取崩額

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

債 券 利 息

借 入 金 利 息

貸 付 金 利 息

科　　　　　　　目



◇ 当中間期の経常利益及び中間純利益は９７億円で、前中間期に比べ、３億円の減少（▲３．４％）。債券利息の増
加額が貸付金利息の増加額を上回ったこと等が要因

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

６２４億円 ５７５億円 ４９億円

６１３億円 ５６７億円 ４６億円

４億円 ０億円 ４億円
４億円 ４億円 ▲０億円
２億円 ３億円 ▲０億円

５２７億円 ４７４億円 ５２億円
４６２億円 ４１３億円 ４９億円

４億円 ３億円 ０億円

１９億円 １７億円 １億円
２１億円 １８億円 ２億円
１７億円 １９億円 ▲２億円

２億円 １億円 ０億円

９７億円 １００億円 ▲３億円

－ － －

－ － －

９７億円 １００億円 ▲３億円

R6中間決算（A） R5中間決算（B） 増　減（（A）-（Ｂ））

借 入 金 利 息
そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

余 資 運 用 益

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

科　　　　　　　目



◇ 当中間期の経常利益は２３７億円で、前中間期に比べ、４３億円の減少（▲１５．５％）。貸付金利息の減少額が
債券利息の減少額を上回ったこと等が要因

◇ 地方公共団体金融機構法等の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を行ったた
め、当中間期の純利益はゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

３４０億円 ４１５億円 ▲７５億円

３２２億円 ３９５億円 ▲７３億円
１７億円 １９億円 ▲２億円

０億円 ０億円 ０億円

１０２億円 １３４億円 ▲３１億円

９８億円 １３２億円 ▲３４億円

４億円 １億円 ２億円

２３７億円 ２８０億円 ▲４３億円

３１１億円 ２６３億円 ４７億円
３００億円 ２５０億円 ５０億円

１１億円 １３億円 ▲２億円

５４８億円 ５４３億円 ４億円
２４８億円 ２９３億円 ▲４５億円

３００億円 ２５０億円 ５０億円

－ － －

R5中間決算（B）R6中間決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

公庫債権金利変動準備金繰入額

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

経 常 利 益

特 別 利 益

経 常 収 益

国 庫 納 付 金

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金

貸 付 金 利 息

経 常 費 用

特 別 損 失

中 間 純 利 益

そ の 他

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動準備金取崩額

そ の 他



資産の状況 ［機構全体］
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◇ 当中間期末現在の資産総額は２４兆６９６億円で、前年度末に比べ、９４５億円の減少（▲０．４％）。
有価証券及び現金預け金の合計が１，０８３億円増加した一方で、貸付金が減少したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２２兆８，６８９億円 ２３兆７４０億円 ▲２，０５０億円

４，２９０億円 ２，０４５億円 ２，２４５億円

７，５７４億円 ８，７３６億円 ▲１，１６１億円

２億円 － 皆増

７３億円 ５５億円 １７億円

２９億円 ２９億円 ▲０億円

３６億円 ３４億円 １億円

０億円 － 皆増

２４兆６９６億円 ２４兆１，６４１億円 ▲９４５億円

令和6年度中間期末現在（A）

（R6.9.30）

令和5年度末現在（B）

（R6.3.31）
増　減（（A）-（Ｂ））

貸 付 金

有 価 証 券

合 計

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

科　　　　　　　目

前 払 年 金 費 用



資産の状況 ［一般勘定・管理勘定］
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◇ 当中間期末現在の一般勘定における資産総額は２０兆９，４２２億円で、前年度末に比べ、２，１４７億円の増加
（＋１．０％）

◇ 当中間期末現在の管理勘定における資産総額は３兆５，５５３億円で、前年度末に比べ、３，１７４億円の減少
（▲８．２％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１９兆７，４３２億円 １９兆６，３９３億円 １，０３８億円

４，２９０億円 ２，０４５億円 ２，２４５億円

７，５７４億円 ８，７３６億円 ▲１，１６１億円

２億円 － 皆増

５６億円 ３５億円 ２１億円

２９億円 ２９億円 ▲０億円

３６億円 ３４億円 １億円

０億円 － 皆増

２０兆９，４２２億円 ２０兆７，２７５億円 ２，１４７億円

３兆１，２５６億円 ３兆４，３４６億円 ▲３，０８９億円

１６億円 １９億円 ▲３億円

４，２７９億円 ４，３６１億円 ▲８１億円

３兆５，５５３億円 ３兆８，７２７億円 ▲３，１７４億円

増　減（（A）-（Ｂ））
令和6年度中間期末現在（A）

（R6.9.30）

令和5年度末現在（B）

（R6.3.31）
科　　　　　　　目

合 計

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

前 払 年 金 費 用

貸 付 金

有 価 証 券一
　
　
般
　
　
勘
　
　
定

管
理
勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金



負債の状況 ［機構全体］
◇ 当中間期末現在の負債総額は２３兆６，３１８億円で、前年度末に比べ、１，０６３億円の減少（▲０．５％）。

金融商品等受入担保金が８１５億円減少したこと等が要因
◇ 公庫債権金利変動準備金は、 ３００億円の国庫納付を行った一方で、借換益等２４８億円を繰り入れた結果、

前年度末に比べ、５１億円の減少
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１８兆９，３１５億円 １８兆９，４９３億円 ▲１７８億円

５，３０３億円 ５，３０３億円 －

３，３１５億円 ４，１３０億円 ▲８１５億円

９，２６４億円 ９，２６４億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

７，０３４億円 ７，０８６億円 ▲５１億円

２３億円 ３４億円 ▲１１億円

６１億円 ６９億円 ▲７億円

２３兆６，３１８億円 ２３兆７，３８２億円 ▲１，０６３億円

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

債 券

借 入 金

増　減（（A）-（Ｂ））
令和6年度中間期末現在（A）

（R6.9.30）

令和5年度末現在（B）

（R6.3.31）

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他

合 計

科　　　　　　　目



負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］
◇ 当中間期末現在の一般勘定における負債総額は２０兆５，６２３億円で、前年度末に比べ、２，０２９億円の増加

（＋１．０％）
◇ 当中間期末現在の管理勘定における負債総額は３兆４，９７５億円で、前年度末に比べ、３，１７４億円の減少

（▲８．３％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６兆１，４２３億円 １５兆８，４９０億円 ２，９３３億円

５，３０３億円 ５，３０３億円 －

３，３１５億円 ４，１３０億円 ▲８１５億円

９，２６４億円 ９，２６４億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

４，２７９億円 ４，３６１億円 ▲８１億円

３６億円 ４４億円 ▲７億円

２０兆５，６２３億円 ２０兆３，５９４億円 ２，０２９億円

２兆７，８９１億円 ３兆１，００３億円 ▲３，１１１億円

７，０３４億円 ７，０８６億円 ▲５１億円

２３億円 ３４億円 ▲１１億円

２５億円 ２５億円 ０億円

３兆４，９７５億円 ３兆８，１４９億円 ▲３，１７４億円

一
　
般
　
勘
　
定

管
理
勘
定

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

増　減（（A）-（Ｂ））
（R6.9.30）

令和5年度末現在（B）

（R6.3.31）

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計

科　　　　　　　目
令和6年度中間期末現在（A）



純資産の状況
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◇ 当中間期末現在の純資産総額は４，３７７億円で、前年度末に比べ、１１８億円の増加（＋２．８％）
◇ 金利スワップ取引に係る評価損益等である繰延ヘッジ損益が前年度末から２１億円増加したことに加えて、

一般勘定の中間純利益９７億円を一般勘定中間未処分利益として計上したことが要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６６億円 １６６億円 －

３，７０４億円 ３，７０４億円 －

９７億円 － 皆増

５７８億円 ５７８億円 －

▲１６７億円 ▲１８９億円 ２１億円
 うち金利スワップ期中解約分　　　　    ４億円

 うち既存スワップの時価分　　　 　　　１２億円

うち繰延ヘッジの償却分　   　 　　 　   ４億円

４，３７７億円 ４，２５８億円 １１８億円

令和6年度中間期末現在（A）

（R6.9.30）

令和5年度末現在（B）

（R6.3.31）
科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））

一 般 勘 定 中 間 未 処 分 利 益

合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

　　　　

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益



前期末残高
①

取崩額
②

中間期末残高
①－②

３４ １１ ２３

（参考）

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】 【利差補てん積立金】

（単位：億円）

前期末残高
①

貸 付 額
②

回 収 額
③

中間期末残高
①＋②－③

２３０，７４０ ６，７６９ ８，８２０ ２２８，６８９

前期末残高

①

取 崩 額

②

繰 入 額

③

中間期末残高

①＋②＋③

金 利 変 動 準 備 金 ２２，０００ － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 ７，０８６ ▲３００ ２４８ ７，０３４
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（注） 関係法令の規定に基づき算出した金利変動準備金の積立限度額（当該期末における一般勘定の貸付金残高の

１，０００分の１００）を前期末残高が超えているため、繰入れを行っていない。

※ 単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合がある。

令和６年度９月期決算における主要勘定の状況

（注）

前期末残高
①

納 付 金
②

基金組入額（＋）
基金取崩額（▲）

③

中間期末残高
①＋②＋③

９，２６４ － － ９，２６４

利下げ所要額
①

基金運用益
②

②－①

１２１ ３３ ▲８８

（注）利下げ所要額に基金運用益を充当した残余である。

前期末残高
①

発 行 額
②

償還額等
③

中間期末残高
①＋②－③

１８９，４９３ １０，６２９ １０，８０８ １８９，３１５


